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【資料１】 

敬称略 



第１回 小学校教育の現状と今後の在り方検討委員会における主な意見 

 

 

▽ 就学前教育と小学校教育の接続の問題 

 ○ 公立幼稚園と小学校との交流が進んできている。私立の幼稚園や保育園等との

交流も引き続き充実させていく必要がある。また、新しい幼稚園教育要領等の内

容について周知するとともに、実践を深めてほしい。 

○ 幼小中、それぞれの時期に大事なものは何かを明らかにし、何を学ぶのかを整

理する必要がある。特に小さい時期には、学習の素地となる地頭を育てることが

大切である。 

○ 発達障害は早期発見・早期対応が大切であり、教員だけではなく、精神科医、

小児科医等の専門家による対処が必要である。 

○ 学校間の接続について、「小１問題」「中１ギャップ」と言われているが、「問

題」と「ギャップ」という捉え方は意味が異なる。多様な子供たちの様子につい

て、柔軟に捉えることが必要ではないか。 

 

▽ 新学習指導要領に向けた小学校教育の現状 

 ○ 多くの学習内容、多様な子供たちへの対応等、一斉指導では対応しきれない状

況である。 

 ○ 小学校での学級担任制は、子供たちとの信頼関係を築く上で効果的である。一

方、専科教員による専門的な指導も大切である。 

 ○ 脳の発達の観点から、子供たちの関心・意欲を育てることは大切である。やる

気や情熱等の意欲があれば、知識を得ることは可能である。 

 

▽ 小学校教員の勤務の実態と働き方改革について 

 ○ 教員が子供と接したり授業の準備をしたりする時間を、もっと取れるようにす

る必要がある。 

○ 担任でなくてはできないこと、担任でなくてもできることを整理する必要があ

る。 

 ○ 海外では、教育の役割を様々な職で分担をしたり、低学年での担任２人制を取

り入れたりしている事例等があるので、参考にできる部分もあるかもしれない。 

 ○ 教育の質を落とさず、これまでの教育の良さを維持するために、新しい教育の

形を模索することも必要である。  

【資料３】 



 

 

５歳児の発達状況等 
１ 幼児の読み書き能力について 

 

≪小学校への意識調査（抽出）〔速報値〕（平成 29年 東京都教育委員会）≫ 

 
・４歳  〔北アイルランド（12年間）〕 
・５歳  〔イギリス（11年間）、オランダ（13年間）〕 
・６歳  〔日本（９年間）、ドイツ（９～10年間）、 

フランス（10年間）、イタリア（10年間）〕 
・７歳  〔フィンランド（９年間）、スウェーデン（９年間）〕 

【主なヨーロッパ諸国】  
＜義務教育開始年齢＞ 
５歳〔８州〕、６歳〔25州〕、７歳〔15州〕、８歳〔２州〕 

＜義務教育期間＞ 
９年間〔９州〕、10年間〔16州〕、11年間〔10州〕 
12年間〔11州〕、13年間〔４州〕 

【アメリカ】 

 

≪５歳児の就学（義務教育）≫ 

〔参考〕 諸外国における就学状況等について 

①イギリス 

 ・年に３回入学の機会《４月以降の学期（１～３月生）、９月以降の学期（４～８月生）、１月以降の学期（９～12月生）》 

 

②オランダ 

 ・入学式がなく、４歳の誕生日以降、保護者が入学時期、学校を選択 

③早期可能〔アメリカ、ドイツ、フランス、韓国〕 

 ・アメリカ：Ｋ学年（就学前クラス）制度と早期入学制度 

 ・ドイツ ：５歳児早期入学制度〔保護者の申請〕 

 ・フランス：５歳児の全員が就学可能〔各校の審査に合格した児童〕 

・韓国  ：５歳児早期入学制度〔優秀な児童〕 

 ４歳 ５歳 ６歳（小１） ７歳（小２） 

イギリス 
10までの暗唱 
＋１と－１ 
円・三角・四角の特徴 

20までの数、倍と半分の意味 
長さの比較 
身近な物の形（平面・立体） 

100までの数、奇数と偶数 
２倍と１/２、２の段と１０の段 
立方体 

1000までの数、分数 繰り上がり下がり 
５の段と×１００ 
時間、直角、左右対称、表やグラフ 

日本 

  100までの数、１桁のたし算とひき算 
長さ・広さ・かさの比較、時刻 

身近な物の形（平面・立体） 

10000までの数、２桁のたし算とひき算 
かけ算九九 

長さ・体積・時間の単位、 
三角形・四角形・箱の形、表やグラフ 

 

≪算数カリキュラムの比較（日本とイギリス）≫ 

≪義務教育の開始年齢と期間≫ 

≪３・４・５歳児の読み書き能力の経年変化（平成 27年教育再生実行会議第五次提言）≫ 

調査時期 1988年 2005年 

調査対象 
保育所児・幼稚園児 
（母親へのアンケート） 

保育所児・幼稚園児 
（母親へのアンケート） 

読
み 

71文字 

５歳児 77.0％ 85.7％ 

４歳児 54.5％ 70.0％ 

３歳児 19.9％ 36.9％ 

書
き 

５歳児 59.7％ 66.1％ 

４歳児 28.9％ 41.5％ 

３歳児 7.9％ 14.0％ 

数字の単位 60～71文字の読み書きができる人数の割合 

 

 

10.3 56.4 17.9 5.1 10.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても感じる やや感じる あまり感じない 感じない 無回答 

【過去５年間で、小１問題が発生している(していた)】 

２ 小１問題の状況について 

就学前教育施設からの引き継ぎによる児童の実態把握 ５９．０％ 

学級担任の補助となる指導員等の配置 ５６．４％ 

学校における組織的な支援体制の構築 ５１．３％ 

保護者の協力体制の確立 ２３．１％ 

小学校教員の指導力の向上 ２３．１％ 

家庭の教育力の向上 ２０．５％ 

 

【学校で取り組んでいる対応策のうち、特に効果的であると考えるもの】 

【資料４】 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪効果的であると考える教科≫ 

 

 
 
【第６学年担任】持ち時数2６時間 

校 時 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 

始業前 全校朝会 朝読書 児童集会 朝読書 音楽集会 

１校時 国語 算数 国語 算数 国語 

２校時 理科 総合 理科 理科 算数 

３校時 社会 国語 体育 家庭 音・図 

４校時 算数 音楽 算数 家・体 図工 

給食 給食指導 

清掃 清掃指導 

５校時 体育 国語 道徳 社会 外国語 

６校時 総合 （クラブ）  学活 社会 
空き時間や放課後の業務 

《校外》 教科等研究会 出張 研修（都及び区市町村） 

《校内》 校内研修 校内研究会 校内委員会 分掌会 学年会 安全点検 

     報告書作成 校内文書作成  

     児童対応 保護者対応 ノート点検 採点 授業準備 教材研究 等 
 

小学校における教育の質の担保①（専科指導） 

１ 専科教員等の配置状況について《平成 28年度 公立学校統計調査報告書》 

 

7.6%

18.6%

87.1%

87.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理科

家庭

図工

音楽

・専科教員は、１６学級以下の学校に２名、１７学級以上の学校に３名配置 

２ 小学校教員の一週間の取組（例） 

３ 専科に関する調査結果について 

【専科指導の充実と効果的であると考える教科】 【専科教員について特に有益だと考える事項】 

4.4

10.2

19.7

28.3

37.3

40.0

66.2

0 20 40 60 80

開放的な学級運営

中学校教育への円滑な接続

教師の協働性

児童の発達に応じた指導

学級担任の負担軽減

多面的・多角的な児童理解

専門的な指導

％ 

【英語の指導は、誰がどう指導するとよいか】 

 平成 27年度 平成 28年度 

担任だけで指導 １．９％ ０．３％ 

担任とＡＬＴ等とによる
ＴＴでの指導 ３２．３％ ２４．７％ 

標準法を改正し、専科教員
を配置し指導 ６０．５％ ７２．９％ 

中学校英語教員による巡
回指導 ０．９％ ０．１％ 

現行標準法の定数内で、専
科教員を配置し指導 ２．８％ ０．８％ 

その他 １．６％ １．２％ 

 

（2）小学校への意識調査（抽出）〔速報値〕《平成 29年 東京都教育委員会》 （1）英語の指導についての調査《平成 28年 全国連合小学校長会》 

43.6 41.0 7.7 7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 

全ての学年で充実すべき 高学年を中心に充実すべき 
現状のまま 

無回答 

音楽 ６９．６％ 外国語活動 ５４．９％ 

図画工作 ６９．１％ 外国語 ５１．１％ 

家庭 ５８．２％ 理科 ４８．７％ 

 

 

【資料５】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校における教育の質の担保②（学習環境） 

１ ＩＣＴの活用と学力との関係《平成 28年度 全国学力・学習状況調査》 

 

２ ＩＣＴの活用の効果《「ＩＣＴを活用した学びのあり方」に関する調査 平成 25年 ベネッセ》 

３ ＩＣＴの活用等に関する課題 

【ＩＣＴを授業で活用することの課題について】 

37.5

40.6

61.5

61.9

62.9

77.1

77.7

0 20 40 60 80 100
％ 

【ＩＣＴの活用を推進する体制について】 

ＩＣＴを推進する校内委員会がある ９．２％ 

ＩＣＴ活用の推進・研究を担当する教
員がいる ４６．０％ 

ＩＣＴ活用に積極的な教員が中心と
なって研究会を行っている １１．９％ 

常勤のＩＣＴ支援員がいる １．２％ 

非常勤のＩＣＴ支援員がいる ２１．３％ 

※ＩＣＴ支援員がいない：６６．７％ 

74.3

60.3

79.8

50.3

73.8

59.4

79.4

49.7

72.4

58.1

78.0

48.2

67.9

53.4

74.0

43.7

40

60

80

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ
 

【コンピューター等の情報通信技術を活用して、子供同士が教え合い学び合うなどの学習や課題発見・解決型の学習指導を行ったか】 

32.5

32.7

36.2

38.5

38.8

56.5

61.9

91.9

0 20 40 60 80 100

【授業でのＩＣＴ活用は、どのような効果をもたらすと思うか】 

学習に対する子供の興味・関心 
が高まる 

これからの社会で必要な 
ＩＣＴスキルが身に付く 

子供の理解が深まる 

子供の集中力が高まる 

子供が自分の興味・関心がある 
事を自由に学べるようになる 

子供自身の気付きや発見が 
増える 

一人一人の能力に合わせた 
学習の機会が増える 

知識を習得する時間が短縮 
できる 

％ 

授業の準備に時間がかかる 

自分のＩＣＴスキルが不足 
している 

授業の計画を立てるのが難しい 

授業中の機器操作が大変である 

インターネットの子供への影響 
が心配である 
授業中の進め方を変えるのが 
大変である 

授業中の進め方がイメージ 
できない 

コンピューター１台当たりの児童生徒数 ６．２人 

普通教室の校内ＬＡＮ整備率 ８７．７％ 

普通教室の無線ＬＡＮ整備率 ２６．１％ 

電子黒板のある学校の割合 ７８．８％ 

普通教室の電子黒板整備率 ２１．９％ 

 

【ＩＣＴ環境の整備状況】 

％ 

よ
く
行
っ
た 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
行
っ
た 

あ
ま
り
行
っ
て
い
な
い 

全
く
行
っ
て
い
な
い 

【資料６】 

【回答別の平均正答率】 

(2)ＩＣＴを活用した学びのあり方に関する調査《平成 25年 ベネッセ》 

 

(1)学校における教育の情報化の実態に関する調査 
《平成 28年 文部科学省》 

 


